
法人の目的
放射性物質及び放射線の環境への影響等の環境安全に関する調査研究、技術・情報の提供等
を行い、原子力と環境のかかわりについての理解増進を図るとともに、原子力開発利用の円滑
な発展に寄与することを目的とする。

主たる事務所の所在場所
都道府県 市区町村番地等

青森県 上北郡六ヶ所村大字尾駮字家ノ前１番７

法人の基本情報

法人の名称 公益財団法人環境科学技術研究所

設立登記日（注） 平成24年4月1日

運営組織に関する重要な事項【公益財団法人用】（認定規則第46条第１項第２号）

(1) 評議員、理事及び監事のその他の状況

評議員、理事又は監事の数 報酬等の総額（年間総額）

（うち常勤） うち、退職手当の額

1,320,000 円 0 円

 理事 9 人 2 人

評議員 12 人 0 人

180,000 円 0 円

 定款の条項 第13条

27,174,357 円 2,315,700 円

 監事 2 人 0 人

(3) 会計監査人について

会計監査人設置の有無 会計監査人の氏名又は名称

無

(4) 会員等について（注）

(2) 公益法人から受ける財産上の利益が２０００万円を超える理事又は監事について

財産上の利益の額 当該額を必要とする理由

(5) 職員について

職員の数 72 人 うち常勤 66 人

会員等区分の名称 会員の数

賛助会員 24 人

人



※会計監査人による外部監査を受けている法人は記載不要です。 

　　 複数の事業又は組織がある場合は、事業・組織の体系を添付してください。

理事会 令和6年6月19日

1.理事長の選定について
2.常勤理事の選定について
3.理事の職務及び権限について
4.常勤役員の退職金について

理事会 令和6年7月29日
1.理事候補を評議員会で選任する候補者とすることについて
2.決議の省略の方法による臨時評議員会の招集について

理事会 令和7年3月14日

1.令和7年度事業計画及び収支予算について
2.顧問の選任について
3.役員賠償責任保険契約等について
4.運営に関する規程類の改廃について
5.運営に関する規程類の制定、改訂及び廃止に係る手続きについて
6.業務を執行する理事の職務執行状況について

評議員会 令和6年8月20日 1.理事の選任について

理事会 令和6年6月4日

1.令和5年度事業報告について
2.令和5年度決算について
3.評議員候補を評議員会で選任する候補者とすることについて
4.理事候補を評議員会で選任する候補者とすることについて
5.監事候補を評議員会で選任する候補者とすることについて
6.定時評議員会の招集及び提出議題について
7.常勤の理事候補者の公募について
8.業務を執行する理事の職務執行状況について
9.規程類の制定及び改廃について

(6)評議員会等の開催状況について

開催年月日 主な決議事項等

評議員会 令和6年6月19日

1.令和5年度決算について
2.評議員の選任について
3.理事の選任について
4.監事の選任について
5.役員及び評議員報酬等規程の一部改正について
6.常勤役員に係る業績評価等について
7.理事及び監事の報酬の総額上限について
8.令和4年度事業報告について

(7) 情報開示の適正性及び経理的基礎を担保する状況について

 法人の体制に応じて、次の(1)から(3)までのいずれかを選択して記載してください。 

 (1)　公認会計士又は税理
    士である者が監事を務
    めている場合

 当該監事の氏名

(8) 事業・組織の体系

 (2)　(1)以外の場合で
    あって、費用及び損失
    の額又は収益の額が1
    億円未満の場合

 営利又は非営利法人の経理事
 務に従事等した経験を有する
 監事の氏名

 当該監事の経理事務経験につ
 いて右欄に記載してください｡

 (3)　(1)又は(2)以外の場合
 公認会計士、税理士又はその
 他の経理事務の精通者による
 関与について説明してください。

独立監査人（北光監査法人）による外部監査を定期的に
受けている。

 公認会計士・税理士の別



※　上場企業の株式であって、当該企業の株式等の５％を超えない範囲で保有するものについては、記載を不要とします。

　　また、上場企業については、当該企業の業務の内容について省略して差し支えありません。

　 海外送金等取引の有無 無 リスク軽減策の有無 無

注　正確な数字を把握していない場合には、概数を記載してください。

（5）　関連当事者との取引に関する事項及びその明細

関連当事者との取引の有無 無

関連当事者との取引がある場合には、財務諸表に注記されます。

（6）　海外への送金に関する事項

％

％

（４）　他の団体の意思決定に関与することができる財産保有の有無

保有の有無 保有していない

他の団体の意思決定に
関与することができる財産の内容

当該他の団体の主な業務の内容
議決権の割合

 （注）
他の団体の名称 財産の名称

金融資産の運用収入の額 11,891,767 円

　(３)　資産、負債及び期末純資産の額

資産額 8,781,067,596 円

負債額 1,240,080,925 円

期末純資産額 7,540,986,671 円

うち公益目的事業会計の純資産額 7,501,524,612 円

　(２)　金融資産の運用収入の額

公益財団法人環境科学技術研
究所

事業活動に関する重要な事項（規則第４６条第１項第３号）

　(１)　寄附を受けた財産の額

寄附を受け
た財産の額

5,110,000 円
うち個人から 50,000 円

うち法人から 5,060,000 円

事業
年度

自 令和6年4月1日 法人コード A016714

至 令和7年3月31日 法人名


